年　　月　　日

質　　　　　問　　　　　書
「地域インフラ群再生戦略マネジメント　宇陀市・曽爾村・御杖村・東吉野村における橋梁の包括的民間委託」について、次の内容を質問いたします。

	資料
	大項目
	中項目
	小項目
	その他
	質　問　内　容

	プロポーザル実施要領
	3
	(6)
	①
	－
	（例）１行目の例文は削除の上、質問内容を記入し、提出してください。

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	商号又は名称
	

	部署名又は担当者名
	

	連絡先（TEL・FAX）
	


  注）記入欄が不足する場合は複写して作成してください。
年　　月　　日

参加表明書
　宇陀市長

　　金剛　一智　　様

企業グループ名
企業名
所在地

商号又は名称

代表者氏名

　　業務名　　地域インフラ群再生戦略マネジメント
宇陀市・曽爾村・御杖村・東吉野村における橋梁の包括的民間委託
　　本業務について、公募型プロポーザルへの参加を申し込みます。

　　なお、本書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
　　＜添付書類＞
　　【様式第３号】企業グループ構成表 ※企業グループで参加する場合
【様式第４号】会社概要
　　【様式第５号】企業グループに関する委任状 ※企業グループで参加する場合
　　【様式第６号】企業の参加資格確認表
　　【様式第７号】業務実績調書
　　【様式第８号】管理技術者の経歴及び実績等調書
　　【様式第９号】業務責任者の経歴及び実績等調書

　　【様式第10号】再委託調書 ※再委託する場合のみ
　　 その他、添付書類
注１）企業グループで本プロポーザルに参加する場合は、企業グループ名を記載すること。また、企業名や所在地等は代表企業のものを記入すること。
企業グループ構成表
	企業グループ名
	

	代表企業
	会社名
	

	
	所在地
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

	
	役割分担
	

	構成員
	会社名
	

	
	所在地
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

	
	役割分担
	

	構成員
	会社名
	

	
	所在地
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

	
	役割分担
	


（担当者連絡先）

氏名
所属・役職

電話番号
FAX番号
電子メール
注1）欄が足りない場合は、本様式に準じて適宜追加すること。

注2）「役割分担」欄には、担当予定業務を記入すること。

注3）担当者連絡先は代表企業の担当者とすること。
	会　　社　　概　　要

	※いずれかにチェックすること

□ 代 表 企 業　　　　　　　□ 構 成 員

	会社名
	

	本社所在地
	

	委任先所在地
	

	会社設立年月
	

	資本金
	

	事業所数
	

	株式上場の有無
	             有り（　　　部上場）・なし



	社員数
	技　　術　　系
	名

	
	事　　務　　系
	名

	
	合　　　　　計
	名

	建設コンサルタント
登録番号
	

	備　　　考
	


    注１）本書の提出日時点で記入すること。
　　注２）企業グループで参加する場合は、構成員ごとに提出すること。
　　注３）建設コンサルタントの登録証明書の写しを添付すること。

年　　月　　日

企業グループに関する委任状
宇陀市長

　　金剛　一智　　様

	企業グループの名称
	

	構成員
	会  社  名
	

	
	所  在  地
	

	
	代表者氏名
	㊞

	構成員
	会  社  名
	

	
	所  在  地
	

	
	代表者氏名
	㊞

	構成員
	会  社  名
	

	
	所  在  地
	

	
	代表者氏名
	㊞


企業グループの構成員は、下記の者を企業グループの代表者として「地域インフラ群再生戦略マネジメント　宇陀市・曽爾村・御杖村・東吉野村における橋梁の包括的民間委託」の募集・契約などの手続きに係る一切の権限を委任します。

	構成員

（代表者）
	会  社  名
	

	
	所  在  地
	

	
	代表者氏名
	㊞


企業の参加資格確認表
	商号または名称
	

	所　　在　　地
	

	代 表 者 氏 名
	


■参加資格の確認

	宇陀市建設工事等請負契約に係る入札参加停止措置要領及び宇陀市物品購入等の契約に係る入札参加停止措置要領による入札参加停止を受けている。
	有　　　　　　無

	地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４の規定に該当する。
	有　　　　　　無

	破産法（平成１６年法津第７５号）の規定により破産の申立てを行っている。
	有　　　　　　無

	会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てを行っている（更生計画を認可された者を含む）。
	有　　　　　　無

	次の①から⑤までのいずれかに該当する。
①役員等（法人にあっては役員（非常勤を含む。）、支配人及び支店又は営業所（市との契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者、法人格を持たない団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。以下同じ。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる。

②暴力団（暴対法第２条第２項に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる。

③役員等がその属する法人若しくは法人格を持たない団体、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる。

④役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められる。

⑤上記③及び④に掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる。
	有　　　　　　無


注１）必要事項を記載し、対応する部分に○を付けること。

注２）企業グループで応募する場合は、構成員ごとに提出すること。

業務実績調書
	商号または名称
	

	所　　在　　地
	

	代 表 者 氏 名
	


① 橋梁点検業務に係る実績

	業務名
	

	TECRIS登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
	

	業務概要
	

	業務の技術的特徴
	

	添付書類
	□実績を証明できる資料（契約書及び仕様書の写し等）


② 橋梁長寿命化修繕計画の策定業務に係る実績
	業務名
	

	TECRIS登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
	

	業務概要
	

	業務の技術的特徴
	

	添付書類
	□実績を証明できる資料（契約書及び仕様書の写し等）


③ 橋梁補修設計業務に係る実績
	業務名
	

	TECRIS登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
	

	業務概要
	

	業務の技術的特徴
	

	添付書類
	□実績を証明できる資料（契約書及び仕様書の写し等）


④ CM業務、PM業務又は事業促進PPPに係る実績
	業務名
	

	TECRIS登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
	

	業務概要
	

	業務の技術的特徴
	

	添付書類
	□実績を証明できる資料（契約書及び仕様書の写し等）


注１）企業グループの場合は、実績を有するいずれかの構成員が作成すること。構成員ごとに様式を作成し、複数部数にわたって提出してもよい。
注２）TECRISへの登録がない場合は、「登録なし」と記載すること。
	管理技術者の経歴及び実績等調書

	氏　　　名
	生 年 月 日　　　　　年　　　月　　　日

	所属・役職
	実務経験年数　　　　　　　 年　　　　月

	保有技術者資格

	保有資格名称
	登　録　番　号
	取得年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜いずれかの実績（記号欄にア～オの該当するものを記入すること）＞
ア
ＣＭ業務、ＰＭ業務又は事業促進ＰＰＰを、管理技術者又は担当技術者として従事した又は、プロポーザル実施要領の公表日時点において１年以上従事している経験

イ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁長寿命化修繕計画の策定業務に管理技術者として従事した経験

ウ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁点検業務に管理技術者として従事した経験

エ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁補修設計業務に管理技術者として従事した経験

オ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁の補修工事に主任技術者又は監理技術者として従事した経験

	業務名称
	業務概要・業務の技術的特徴
・当該技術者の担当内容
	発注者
	実施期間

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注１）実績を複数有する場合は、１者あたり５件以内の記載を可とする。記入欄が足りない場合は追加すること。
注２）保有資格及び実績を証明できる資料（登録証の写し、契約書及び仕様書の写し等）を添付すること。

	業務責任者の経歴及び実績等調書（1/●）

	担当するものに○をつけること

	
	計画業務責任者

	
	橋梁定期点検業務責任者

	
	補修設計業務責任者

	
	発注者支援業務責任者

	
	施工監理業務責任者

	氏　　　名
	生 年 月 日　　　　　年　　　月　　　日

	所属・役職
	実務経験年数　　　　　　　 年　　　　月

	保有技術者資格

	保有資格名称
	登　録　番　号
	取得年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜いずれかの実績（記号欄にア～オの該当するものを記入すること）＞
ア
ＣＭ業務、ＰＭ業務又は事業促進ＰＰＰを、管理技術者又は担当技術者として従事した又は、プロポーザル実施要領の公表日時点において１年以上従事している経験

イ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁長寿命化修繕計画の策定業務に管理技術者として従事した経験

ウ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁点検業務に管理技術者として従事した経験

エ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁補修設計業務に管理技術者として従事した経験

オ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁の補修工事に主任技術者又は監理技術者として従事した経験

	業務名称
	業務概要・業務の技術的特徴
・当該技術者の担当内容
	発注者
	実施期間

	
	
	
	

	
	
	
	


注１）実績を複数有する場合は、１者あたり５件以内の記載を可とする。記入欄が足りない場合は追加すること。
注２）配置する技術者数に応じてタイトルに数字を記入すること（例：1/1,1/2,…）

注３）保有資格及び実績を証明できる資料（登録証の写し、契約書及び仕様書の写し等）を添付すること。
	業務責任者の経歴及び実績等調書（2/●）

	該当するものに○をつけること

	
	計画業務責任者

	
	橋梁定期点検業務責任者

	
	補修設計業務責任者

	
	発注者支援業務責任者

	
	施工監理業務責任者

	氏　　　名
	生 年 月 日　　　　　年　　　月　　　日

	所属・役職
	実務経験年数　　　　　　　 年　　　　月

	保有技術者資格

	保有資格名称
	登　録　番　号
	取得年月日

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＜いずれかの実績（記号欄にア～オの該当するものを記入すること）＞
ア
ＣＭ業務、ＰＭ業務又は事業促進ＰＰＰを、管理技術者又は担当技術者として従事した又は、プロポーザル実施要領の公表日時点において１年以上従事している経験

イ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁長寿命化修繕計画の策定業務に管理技術者として従事した経験

ウ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁点検業務に管理技術者として従事した経験

エ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁補修設計業務に管理技術者として従事した経験

オ
プロポーザル実施要領の公表日から起算して過去10年間において、橋梁の補修工事に主任技術者又は監理技術者として従事した経験

	業務名称
	業務概要・業務の技術的特徴
・当該技術者の担当内容
	発注者
	実施期間

	
	
	
	

	
	
	
	


注１）実績を複数有する場合は、１者あたり５件以内の記載を可とする。記入欄が足りない場合は追加すること。
注２）配置する技術者数に応じてタイトルに数字を記入すること（例：2/2,2/3,…）

注３）保有資格及び実績を証明できる資料（登録証の写し、契約書及び仕様書の写し等）を添付すること。
	再　委　託　調　書

	分担業務の内容
	再委託先又は協力先
	理由（企業の技術的特徴）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注）他の企業等に当該業務の一部について再委託を実施する場合にのみ記入すること。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。
　　年　　月　　日

辞　　退　　届

宇陀市長

　　金剛　一智　　様

企業グループ名
企業名
所在地

商号又は名称

代表者氏名

当社は、令和　年　月　日付で公表された「地域インフラ群再生戦略マネジメント　宇陀市・曽爾村・御杖村・東吉野村における橋梁の包括的民間委託」に係る技術提案書の募集に参加表明しましたが、都合により参加を辞退します。

（担当者連絡先）

氏名
所属・役職

電話番号
FAX番号
電子メール
注）企業グループの場合は、企業グループ名を記載すること。また、企業名や所在地等は代表企業のものを記入すること。

年　　月　　日

企画提案書提出届
　宇陀市長

　　金剛　一智　　様

企業グループ名
企業名
所在地

商号又は名称

代表者氏名

　　業務名　　地域インフラ群再生戦略マネジメント
宇陀市・曽爾村・御杖村・東吉野村における橋梁の包括的民間委託

　　本業務について別添のとおり、企画提案書一式を提出します。
　　
　　

注１）企業グループで本プロポーザルに参加する場合は、企業グループ名を記載すること。また、企業名や所在地等は代表企業のものを記入すること。

	一般事項に関する提案

	※以下の記載要領を削除した上で、企画提案書を作成すること。

＜記載要領＞

以下の内容が明らかになるように記載すること。

また、適宜図や表を用いてわかりやすく記載すること。

・業務全体の実施方針
・共通業務、計画更新業務、橋梁定期点検業務、補修設計業務、発注者支援業務、施工監理業務　の各業務の実施方針
・業務実施体制
・業務実施フロー

・工程計画（別添様式を参照、任意様式も可とする）




※A3横　１枚以内とすること
※文字サイズは10ポイント以上とすること（図・表を除く）

（様式第１３号　別添）
工　　　程　　　計　　　画
業務名：地域インフラ群再生戦略マネジメント
宇陀市・曽爾村・御杖村・東吉野村における橋梁の包括的民間委託
工　期　自  　 年　　月　　日

至　　 年　　月　　日

	工　　　程
	○月
	○月
	○月
	
	
	○月
	適　　　用



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１）用紙サイズは、Ａ４版ヨコ又はＡ３版ヨコ（この場合、Ａ４折り）を使用すること。
注２）表は加工（工程の数と月割数を増す）して記入し、文字は見やすいサイズを使用すること。
注３）工程はなるべく詳細に区分すること。

注４）１か月を１０日ごとの３分割で表示すること。
注５）任意様式での提出も可とする。

	特定テーマに関する提案（１）
「メンテナンスサイクル全体に資する工期短縮及びコスト縮減の実現方法」

	※以下の記載要領を削除した上で、企画提案書を作成すること。

＜記載要領＞

· 本業務が、１市３村が有する橋梁の維持管理業務を包括的に実施する「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」業務であることを踏まえ、「群マネ」「維持管理業務の包括的民間委託」の特徴を活かした具体的な内容を記載すること。
· 適宜図や表を用いてわかりやすく記載すること。

· 解決すべき課題（現状認識）、具体性（方法の説明、実施にあたっての手順、実施時期など）、実現性（体制、費用、実績など）がわかるように記載すること。
· 提案した方法が、どのように課題を解決し工期短縮及びコスト縮減につながるのかを、わかりやすく記載すること。
· 使用する新技術や新手法があれば明記し、説明を記載すること。



※A3横　１枚以内とすること
※文字サイズは10ポイント以上とすること（図・表を除く）

	特定テーマに関する提案（２）
「特定テーマ①を確実に実現するための業務マネジメント手法」

	※以下の記載要領を削除した上で、企画提案書を作成すること。

＜記載要領＞

· 本業務が、１市３村が有する橋梁の維持管理業務を包括的に実施する「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」業務であることを踏まえ、「群マネ」「維持管理業務の包括的民間委託」の特徴を活かした具体的な内容を記載すること。

· 適宜図や表を用いてわかりやすく記載すること。
· 特定テーマ①の実行において解決すべきマネジメント上の課題、具体性（手法の説明、実施時期や頻度、想定される関係者など）、実現性（体制、費用、実績など）がわかるように記載すること。
· 提案した方法が、どのように課題を解決し①を確実に実現する業務マネジメントにつながるのかを、わかりやすく記載すること。
· 使用する新技術や新手法があれば明記し、説明を記載すること。



※A3横　１枚以内とすること
※文字サイズは10ポイント以上とすること（図・表を除く）

年　　月　　日

価格提案書

　宇陀市長

　　金剛　一智　　様

共同企業体名
所在地

商号又は名称

代表者氏名

　　業務名　　地域インフラ群再生戦略マネジメント
宇陀市・曽爾村・御杖村・東吉野村における橋梁の包括的民間委託

　提案価格（税込み）

	金額
	￥
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


注１）提案価格（税込み）は、課税事業者、免税事業者を問わず、消費税および地方消費税を含んだ積算総額を記入すること。
注２）金額はアラビア数字で表示すること。
注３）消費税率は10％を用いること。
注４）提案価格に示した金額の内訳書（任意様式）を添付すること。

参考見積金額総括表
	　区　　分
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度

	1　共通業務
	
	
	

	2　計画更新業務
	
	
	

	3　橋梁定期点検業務
	
	
	

	4　補修設計業務
	
	
	

	5　発注者支援業務
	
	
	

	6　施工監理業務
	
	
	

	7　その他
	
	
	

	業務価格（1+2+3+ …）
	
	
	

	消費税相当額（10％）
	
	
	

	業務委託料
	
	
	

	業務委託料（年度計）
	
	
	


注１）各年度の業務委託料は、プロポーザル実施要領「２．業務に要する費用（提案上限額）」に記載の各年度の支払上限額を超過しないこと。
注２）直接業務費及び諸経費の内訳は任意様式で別途作成し、その考え方及び積算根拠を添付すること。その他の費目を追加する場合は、その考え方及び積算根拠を添付すること。

注３）消費税相当額については、10％を計上すること。

